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研究要旨 

 クロイツフェルト・ヤコブ病(CJD)の診断は、急性期病院で入院検査により行われる

ことが多いが、典型例では急速な進行により自宅退院が困難となることも少なくない。

そのため、転院先の確保や地域医療機関との医療連携が重要である。しかし、疾患に対

する理解不足、専門医の不足などから転院を拒否されるケースも多い。当院に入院した

CJD患者連続 17名（入院のべ 23回）を対象に電子カルテシステムを用いて後ろ向き

に調査を行った。自宅へ退院できる患者の多くは緩徐進行型の症例で、かかりつけ医の

選定は比較的容易であった。典型的な急速進行型の症例では、診断後の転院先の確保に

難渋する例が多かった。転院を要した患者 10名のうち、転院を拒否される事案が 5件

発生していた。転院を拒否する理由として、医師、看護師など医療スタッフの感染に対

する理解不足や受け入れ未経験で不安であるという意見がきかれた。感染対策に関する

不安に対して、感染対策マニュアルの送付ならびに医療スタッフ向けの出前講演会の開

催が医療スタッフの不安解消に有益と考えた。また、特定の精神科単科病院や療養型病

院への転院ルートを構築も重要であると考えた。 

 

 

Ａ.研究目的 

クロイツフェルト・ヤコブ病(CJD)の診断

は、急性期病院で入院検査により行われるこ

とが多いが、典型例では急速な進行により自

宅退院が困難となることも少なくない。その

ため、転院先の確保や地域医療機関との医療

連携が重要である。しかし、疾患に対する理

解不足、専門医の不足などから転院を拒否さ

れるケースも多い。CJD診断後の医療連携に

関する問題点を明らかにする目的で本研究を

行った。 

 

Ｂ.研究方法 

2006年から 2014年までの 9年間に当院に

入院した CJD患者 17 名（入院のべ 23 回）

の退院支援に関する医療連携上の問題点や、



 

その問題点を解決した方法について電子カル

テシステムを用いて後ろ向きに調査した。 

 (倫理面への配慮) 

個人の特定につながる住所、生年月日、名

前を削除し、研究に用いた。 

 

Ｃ.研究結果 

CJD患者の入院動機は、診断目的が 17 名

（67.7±9.0 歳、男性 9 名、女性 8 名）、診断

後、誤嚥性肺炎や尿路感染症などの合併症治

療目的が 5 名、再診断目的が 1 名であった。

sCJDの典型例（急速進行型）は、7例、sCJD

緩徐進行型は 3例、視床型（疑い例も含む）

3例、V180I変異を伴う gCJDは 4例であっ

た。診断目的の入院後の療養先は、自宅が 9

例、転院が 7名、転院不能 1例であった。自

宅退院可能であった患者は、V180I変異を伴

う gCJD や sCJD 緩徐進行型が 7 例と多く、

急速に進行する sCJDは 2例であった。かか

りつけ医の選定は比較的容易で無床開業医に

依頼した。転院を必要とした患者 10 名のう

ち、転院を拒否される事案が 5件発生し、転

院先の確保に１ヶ月以上かかる症例や転院不

能の症例もあった。転院を拒否する理由とし

て、医師、看護師など医療スタッフの感染に

対する理解不足や受け入れ未経験で不安であ

るという意見がきかれた。感染対策に関する

不安に対して、全症例で転院当時入手可能で

あった感染対策マニュアルとして、クロイツ

フェルト・ヤコブ病診療マニュアル[改訂版]1)、

プリオン病感染予防ガイドライン(2008 年

版)2)、プリオン病診療ガイドライン 20143)お

よび当院の感染対策マニュアル CJD の項の

コピーを送付した。感染対策マニュアルの送

付により転院が可能となった症例が多く、そ

れでも転院に不安のあった一部の施設に対し

ては、医療スタッフ向けに疾患の概要、感染

対策について出前講演会を転院依頼先病院で

開催した。開催した 3例のうち 2例が転院可

能となった。転院先は単科精神科病院 5 例、

療養型病床を有する病院 3例、紹介元の地域

中核病院 1例の順であった。うち神経内科専

門医が常勤である医療機関は 1件のみであっ

た。 

 

Ｄ.考察 

典型的な急速進行型の症例では、診断後の

転院先の確保に難渋する例が多い。特定の精

神科単科病院や療養型病院への転院ルートを

構築した結果、転院不能となることは少なく

なった。一方で緩徐進行型の症例では、自宅

退院が十分可能で、かかりつけ医の選定、連

携が比較的容易であった。感染対策マニュア

ルの送付ならびに医療スタッフ向けの出前講

演会の開催が医療スタッフの不安解消に有益

であると考えられた。 

 

Ｅ.結論 

 医療連携を行うに際し、感染対策マニュア

ルの送付ならびに出前講演会が有効であった。

また、特定の転院ルートの構築も重要である。 
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